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：新築の100%が次世代基準以上

：効率6～7割向上

：2,900～3,800万台（全世帯の5～7割）普及

：効率8割向上

：効率3～4割向上

：1,600～4,300万世帯（全世帯の3～8割）普及

：650～1,000万世帯（全世帯の1～2割）普及

家庭部門では 、エネルギー機器の高効率化、住宅の環境性能の向

上、太陽光発電の設置などにより、 。うち、電力排出係数の低減によって

14～19％削減、省エネ技術や創エネ技術など 。
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：効率2～4割向上

：ヒートポンプ給湯器が300～1,000万kW普及

：効率7割向上

：効率3～4割向上

：建築物の3～4割（床面積ベース）に普及

：1,850～2,550万kW普及
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業務部門では 、エネルギー機器の高効率化、建築物の環境性能

の向上、太陽光発電の設置などにより、 。うち、電力排出係数の変化によっ

て11～17％削減、省エネ技術や創エネ技術など 。
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：燃費改善率 乗用車48～75%、貨物車13～17% 

（2005年比）（販売ベース）
※次世代自動車の普及を最大限見込んだ場合においては、

新車販売台数のうち2台に1台が次世代自動車

：全国のガソリンの3～5%相当の導入

：カーシェアリング利用者 約26～86万人
エコドライブ実践数 約2000～3200万台

：貨物輸送の低炭素化、モーダルシフト等

：鉄道 4～7％向上，船舶4～20%向上，航空17～28%

向上（2005年比）
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運輸部門では や の実現に向け、次世代自動車の導入促進、燃

費改善、利用の適正化、交通流対策などにより、 。うち、電力排出係数の変

化によって1～2％削減、運輸部門における対策によって23～28％削減。
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：排泄物管理方法の改善，施肥量削減など

：下水汚泥焼却施設における燃焼の高度化，ごみ有料化，

有機性廃棄物の直接埋立禁止など

：業務用冷凍空調機器･家庭用エアコンの冷媒回収率改善，

半導体･液晶製造ラインのFガス除去装置の設置率改善など

長期的には非エネルギー起源の排出量についても 、2020年・2030年にかけて排出量

が大幅に増加する見通しである代替フロン等３ガスについて、重点的に対策を行うことが必要。

。

工業プロセス

農業部門
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○４月３０日（第１回） 設置の趣旨、小委員会の進め方

○５月１２日～６月１７日（第２回～第７回） 関連企業・団体からのヒアリング（３７団体）

○６月３０日（第８回） 中長期ロードマップに関する主な論点に係る意見の整理 ～ヒアリング・パブリックコメント・国民対話等の結果とりまとめ～

○７月１５日（第９回） 中長期ロードマップに係る経済影響分析 ～経済モデル分析の結果の解釈、今後の活用方法等～

○７月２９日（第10回）
・ヒアリングを踏まえた技術積み上げモデルによる積み上げ試算（暫定版）
［国内削減として15％、20％、25％の３ケース］

・我が国の技術や製品の提供等の国際貢献が適切に評価されるための仕組み等に関する議論

［中央環境審議会地球環境部会］
○８月３日（第90回） 中長期ロードマップの検討状況について⇒ ヒアリング等の概要、経済分析、技術積み上げ、国際貢献を報告

○８月６日（第11回） 国内排出削減と国際貢献

中長期ロードマップ小委員会における検討の経緯
■背景
○Ｈ２２年３月３１日 『地球温暖化対策に係る中長期ロードマップ ～環境大臣試案～』 の発表

○Ｈ２２年４月１５日 中央環境審議会地球環境部会（第89回）の開催
⇒ ２つの小委員会の設置を決定 ◇中長期ロードマップ小委員会

◇国内排出量取引制度小委員会

■審議状況

○９月８日（第12回） 分野別の中間報告① 〔マクロフレームWG、ものづくりWG、コミュニケーション・マーケティングWG〕

○９月３０日（第13回） 分野別の中間報告② 〔エネルギー供給WG、住宅・建築物WG、地域づくりWG、農山漁村サブWG〕

○１０月１５日（第14回） 分野別の中間報告③ 〔自動車ＷＧ〕、分野別の中間報告を受けた技術積み上げモデルによる積み上げ試算

（第２回：平成22年５月12日） 積水ハウス（株）、パナソニック（株）、清水建設（株）、ダイキン工業（株）、世界自然保護基金ジャパン、イオン（株）、佐川急便（株）
（第３回：平成22年５月18日） 東京都、三菱地所（株）、日本建設業団体連合会、気候ネットワーク、住宅生産団体連合会、日本自動車工業会
（第４回：平成22年５月28日） 三菱重工業（株）、全国中小建築工事業団体連合会、地球環境と大気汚染を考える全国市民会議、関西電力（株）、大阪ガス（株）、エクソンモービル（有）
（第５回：平成22年６月３日） 東京製鐵（株）、（株）ＩＮＡＸ、日本地熱開発企業協議会、石油連盟、日本ガス協会、日本風力発電協会
（第６回：平成22年６月11日） 東レ（株）、港区役所、主婦連合会、日本鉄鋼連盟、セメント協会、日本製紙連合会
（第７回：平成22年６月17日） 三井物産（株）、富士通（株）、矢崎総業（株）、電気事業連合会、日本化学工業協会、日本労働組合総連合会

■4月12日～ 「地球温暖化対策に係る中長期ロード
マップ（環境大臣試案）」に対する御意見の募集

■5月18日～6月23日 地球温暖化対策に関する国民
対話（全国７会場）

○１０月２９日（第15回）中長期ロードマップに係る経済影響分析について

○１１月１０日（第16回）中長期ロードマップに係る経済影響分析について、分野別の報告①〔エネルギー供給WG、マクロフレームWG 、
ものづくりWG 、コミュニケーション・マーケティングWG 〕

○１１月１８日（第17回） 分野別の報告②〔住宅・建築物WG、自動車WG 、地域づくりWG 〕、これまでの議論の取りまとめに向けて①

○１１月２５日（第18回） これまでの議論の取りまとめに向けて②

○１２月２１日（第19回） （予定）これまでの議論の取りまとめに向けて③

参考



住宅・建築物WG

自動車WG

エネルギー供給WG

コミュニケーション・マーケティングWG

マクロフレームWG

ものづくりWG

農山漁村SWG

土地利用・交通SWG

地区・街区SWG

物流勉強会

※ 10/15 現在 点線枞のWGは今年度より設置

地球温暖化対策に係る中長期ロードマップ検討に関連するＷＧ

○「日々の暮らし～住宅・建築物分野～」の対策・施策を検討

（座長：屋井 鉄雄 東京工業大学大学院 教授）

（座長：村上 周三 建築研究所 理事長）

（座長：牛久保 明邦 東京農業大学 教授）

（座長：大塚 直 早稲田大学大学院 教授）

（座長：枝廣 淳子 ジャパン・フォー・サステナビリティ 代表）

（座長：安井 至 製品評価技術基盤機構 理事長）

（座長：藤井 良広 上智大学大学院 教授）

（座長：大西 隆 東京大学大学院 教授）

（座長：屋井 鉄雄 東京工業大学大学院 教授）

中期（25%削減）・長期（80％削減）目標達成のための対策・施策パッケージを政府として検討していくに当たり、環境省が専門的・技術
的観点からの具体的な提案を行うため、地球温暖化対策に係る中長期ロードマップに関するＷＧを設置

（座長：大聖 泰弘 早稲田大学大学院 教授） ○「日々の暮らし～自動車分野～」の対策・施策を検討

○「地域づくり」の対策・施策を検討

○エネルギーの低炭素化のための対策・施策を検討

○ものづくりの国際競争力や低炭素化を高めるための社会の仕組み・制度を検討

○2050年に向かう過程で発生しうる日本のリスクを想定し、
2050年の社会シナリオを検討

○ロードマップに盛り込まれた対策の普及戦略を検討

地域づくりWG

○物流関係業者へのヒアリングを通じ、物流に関する対策・施策を検討

○土地利用・交通に資する施策の効果を検証

○地区・街区単位での対策・施策を検討

○農山漁村地域をゼロカーボン化するための対策・施策を検討


